
  京都市食の安全安心推進審議会 

  第３回 次期京都市食の安全安心推進計画策定検討部会 

次 第 

                         
                        日 時 令和２年９月２４日（木） 
                            午前１０時～午前１１時３０分 
 
                        場 所 消費生活総合センター 研修室 
 
 
１ 開会 

 

２ 議題 

 ⑴ 第２回部会での検討結果を踏まえた次期計画の取組について 

 ⑵ 次期京都市食の安全安心推進計画の骨子（案）について 

 ⑶ その他 

 

３ 閉会 

  

（配布資料） 

【資料１】「次期京都市食の安全安心推進計画策定検討部会」の進め方について 
【資料２】第２回部会における主な御意見と計画策定に当たっての京都市の考え方について  
【資料３】次期京都市食の安全安心推進計画骨子案 
【参考資料１】京都市における食中毒発生状況について 
【参考資料２】京都市におけるリスクコミュニケーションの実施状況について 
 



 

「次期京都市食の安全安心推進計画策定検討部会」の進め方について 

 

時期 審議会等 内容 

６月 
第３０回審議会

(諮問) 

◯次期計画の策定について審議会に諮問 

◯「次期京都市食の安全安心推進計画策定検討部会」の設置 

７月 

 

 

 

 

 

 

８月 

 

 

 

 

９月 

 

 

 

 

 

 

１０月 
第３１回審議会 

（中間報告） 
◯次期計画（骨子案）について 

１１月 パブリックコメントの実施（１月間） 

１２月 
第３２回審議会 

（答申案） 
◯次期計画（答申案）について 

１月 

 

◯審議会から市長に答申 

令和３年 

２月以降 
次期計画の策定，公表 

 

 

第１回部会 

（７月２８日） 

第３回部会 

（９月２４日）
◯次期計画（骨子案）について 

○検討部会の進め方について 

◯次期計画の基本的な考え方・方向性について 

第２回部会 

（８月３１日） 

◯第１回部会での検討結果を踏まえた次期計画の取組について 

◯次期計画における目標，指標の設定について 

答申 

資料１ 
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第２回部会における主な御意見と計画策定に当たっての京都市の考え方について 
 
１ 次期京都市食の安全安心推進計画の体系（案）について 
 【施策の体系や計画全般に関すること】 

御意見の要旨 京都市の考え方 
・基本施策４「食の安全性に関する情報発信の充実」に関し，関

連する個別施策として「ＳＮＳ等の様々な媒体を活用した効果的

な情報発信」のみが挙げられているが，「食育と連携した食の安

全安心施策の推進」など，関連する個別施策は多岐に渡るのでは

ないか。 

 御意見のとおり情報発信については様々な取組において重要であり，

関連する個別施策は多岐に渡ると考えます。 
しかし，矢印を使いすぎることで，かえって図が分かりにくくなるこ

とも考えられることから，関連する「主な」個別施策に矢印を使うこと

とし，基本施策４「食の安全性に関する情報発信の充実」の矢印は，「Ｓ

ＮＳ等の様々な媒体を活用した効果的な情報発信」と「カンピロバクタ

ーをはじめとした食中毒予防対策」に引くこととしました。 
・食品の安全性確保は，行政による監視や検査等の取締から，事

業者による自主衛生管理の推進等，自立を促す指導に変わったの

か。 
・計画の取組の主眼が「監視や検査等の行政による規制」から「自

主的な取組の推進」に変化しているのは次期計画の特色になると

思う。 

食品の安全性の確保のためには，事業者自らが適切な衛生管理を実施

し，安全な食品を製造・提供する必要があります。 
京都市では，監視や検査等による従来の取組に加え，今後は事業者に

よる自主衛生管理の取組を後押しする指導や助言に力を注ぐことが， 

より重要であると考えています。 

 
 【各個別施策の取組に関すること】 

御意見の要旨 京都市の考え方 
⑴ ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の推進について 
 ・事業規模や衛生意識等について様々な事業者がいることを

踏まえてＨＡＣＣＰを推進していく必要がある。 
・事業者と行政で連携して，ＨＡＣＣＰの推進を行うのも良

い。 
・しっかりと取り組んでいる事業者に恩恵があるような制度

設計ができれば良い。 
・ＨＡＣＣＰについて消費者の認知度を向上させるのも必要。 
・施設がＨＡＣＣＰに取り組んでいることが分かれば消費者

の安心につながるのではないか。 

 講習会や施設への立入調査，動画配信等，様々な手段を活用して，Ｈ

ＡＣＣＰに沿った衛生管理の導入，定着に向けた取組を進めてまいりま

す。 
 また，事業者による自主衛生管理の取組を評価・認証する，ＨＡＣＣ

Ｐの考え方を一部取り入れた独自の制度「京（みやこ）・食の安全衛生

管理認証制度」も活用し，衛生管理の更なる向上を目指します。 
さらに，消費者に対しては，認証取得施設はＨＡＣＣＰに沿った衛生

管理を実施し，安全な食品を製造，提供する施設であることを周知する

など，安心できる食生活の実現に向けた取組を進めてまいります。 

資料２ 
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御意見の要旨 京都市の考え方 
 ・ＨＡＣＣＰ講習をリモートや動画配信で行うことで，主催者

や受講者双方の負担軽減となり，事業者は手軽に必要な情

報を得られること等からＨＡＣＣＰは更に普及していくの

ではないか。 

 ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理については，本市ホームページに導入手

順等を掲載しており，また，特に施設数の多い飲食店事業者向けには，

衛生管理計画や記録方法等を解説した動画を配信する予定としており

ます。 

 なお，ＨＡＣＣＰに限らず，食の安全安心に関する啓発に当たっては，

従来の対面式の講習会に加え，事業者向けや市民向けの動画を作成し，

配信するなど，必要な情報がホームページ等から手軽に得られるよう，

取組を進めているところです。 

⑵ 多様化する食品の提供形態に応じた柔軟な取組について 
 ・子ども食堂についても食の安全性の確保を図るため，しっか

りと取組を進めていくことが必要。食育事業とも連携して

進めていければなお良い。 

 いわゆる子ども食堂についても食の安全性の確保に努めていただく

必要があるため，庁内関係部局とも連携を図りつつ，適切な衛生管理を

後押しできるよう取組を進めてまいります。 
⑶ ＳＮＳ等の様々な媒体を活用した効果的な情報発信について 
 ・市民しんぶんに食中毒予防に関する記事を掲載するほか，日

常的に人の目に触れる場所にチラシを掲示するのも効果的

であると思う。 

 利用する情報媒体の傾向が異なる幅広い世代にいかに正しく効果的

に伝えるかが重要であると考えておりますので，様々な機会，媒体を活

用して情報を発信するとともに，分かりやすく親しみやすいものとなる

よう，内容を工夫してまいります。 
⑷ リスクコミュニケーションの推進について 
 ・事業者と連携して進めるのも良い。  これまでから食品工場見学会や食の安全安心推進の日における啓発

活動などで事業者と連携して取組を進めてきたところですが，今後とも

事業者と連携し，効果的なリスクコミュニケーションの推進に努めてま

いります。 
 
２ 次期京都市食の安全安心推進計画における指標の設定について 

御意見の要旨 京都市の考え方 
⑴ 柱１ 食の安全性の確保について 
 ・自主的な衛生管理の推進に関する指標があってもよい。  御意見を受け，ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の定着率を指標に加

えることとします。 
定着の状況は，営業許可の更新等の機会を通じて把握することを

検討しています。 
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御意見の要旨 京都市の考え方 
⑵ 柱２ 安心できる食生活の実現について 
 ・ホームページやＳＮＳ等の閲覧数について，目標値の設定は

難しいのではないか。 
 より多くの人に情報を伝えることを目標にしつつ，これまでの実

績を踏まえ，事業の進捗が適切に測れるような目標値を設定してい

きたいと考えています。 
・市民向けリスクコミュニケーションの理解度はどのように

評価するのか。 
 リスクコミュニケーション事業参加者に対して，事業内容に関す

るアンケートを統一的に実施し，「理解できた」旨の回答を計上して

理解度を測ることを検討しています。 
 



次期京都市食の安全安心推進計画骨子案
（令和３年度～令和７年度）

１ 計画策定の背景

２ 推進計画の基本的事項
⑴ 推進計画の基本理念及び各主体の責務・役割
⑵ 目指すべき姿
⑶ 推進計画の位置付け
⑷ 推進計画の期間

３ 施策の展開
⑴ 施策の体系
⑵ 基本施策
⑶ 施策の進行管理
⑷ 主な個別施策

４ 推進計画の推進体制及び進行管理
⑴ 推進計画の推進体制
⑵ 推進計画の進行管理

目 次

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P1

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P2

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P3

・・・・・・・・・・ P9
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京都市では，食品等事業者や市民及び観光旅行者（以下「市民等」といいます。）の皆様
と協働しながら，食品等の安全性及び安心な食生活の確保を図り，信頼を得ることを目的と
して，「京都市食品等の安全性及び安心な食生活の確保に関する条例 」（以下「条例」とい
います。）を平成２２年４月に施行しました。
条例に基づき，食の安全安心施策を総合的かつ計画的に推進するため，平成２３年３月に

「京都市食の安全安心推進計画（平成２３年度～２７年度）」を，平成２８年３月には「第
２期京都市食の安全安心推進計画（平成２８年度～令和２年度）」を策定し，市民，食品等
事業者の皆様とともに，京都の食の安全安心を確保するための取組を進めてきました。また
，計画策定後に発生した食の安全性に関わる様々な問題に迅速に対応してきました。
近年，食品流通の広域化・複雑化等を背景とした広域散発食中毒事案，食品衛生法の改正

，社会情勢の変化に伴う営業形態の多様化など，食を取り巻く環境は大きく変化しておりま
す。
このような中，新たな課題や問題に対応するため，令和３年度以降の新たな推進計画を策

定します。

計画策定の趣旨

１ 計画策定の背景

新たな推進計画の策定

これまでの推進計画の目指すべき姿や施策の体系を継承することを基本としつつ，近年の食
を取り巻く状況変化や課題等を踏まえ令和３年度からの新たな推進計画を策定します

現行の推進計画

○食中毒事案が大規模化，複雑化する傾向

○国際標準に沿った衛生管理の推進をは
じめとした食品衛生法の改正
○情報収集手段の多様化
○営業形態の多様化 等

食を取り巻く環境変化や課題等に対応し，
より効果的な食の安全安心施策を推進

今後の主な課題食を取り巻く環境変化

平成
２８年度～

【京都の地域特性】京の食文化，大学のまち・学生のまち，国際観光都市

【持続可能な開発目標（SDGs）】

新たな推進計画
令和３年度～

○食中毒等による健康被害の未然防止
○事業者による自主衛生管理の更なる推進
○正しく適切な情報の発信と普及
○緊急事案への迅速な対応 等
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(2) 目指すべき姿

条例に掲げる３つの基本理念

１ 市民の健康の保護を最優先とした取組
２ 食品等の生産から販売に至る一連の行程における安全管理
３ 科学的知見に基づく健康被害の未然防止

京都市

○食の安全安心施策を総
合的に策定・実施

○施策に市民等の意見を
反映

市民等

○必要な知識を持ち理解を深める
○本市施策への意見表明及び協力

○自主的な衛生管理の実施
○安全性に関する知識の習得
○正確かつ適切な情報提供
○本市施策に協力

食の安全性が確保され，
安心して食生活を営むことができる京のまち

(1) 推進計画の基本理念及び各主体の責務・役割

２ 推進計画の基本的事項

条例では，市民及び観光旅行者等の健康の保護を図ることを目的に，食品等の安全性の
確保及び安心な食生活の実現に向け様々な施策を講じることとしています。

条例に掲げる３つの基本理念にのっとり，京都市，食品等事業者及び市民等の皆様がそ
れぞれの責務と役割を担い，食の安全安心施策に取り組みます。

条例に掲げる基本理念や各主体の責務と役割を踏まえて，食の安全安心に関する問題に対
応するとともに，より効果的に食の安全安心施策を推進し，「食の安全性が確保され，安心して
食生活を営むことができる京のまち」を目指します。

相互協力

-2-

食品等事業者

食品の「安全」が確保されていたとしても，必ずしも消費
者の「安心」につながるものではありません。
「安全」とは，客観的なものであり，食品は危害を及ぼす可能

性（リスク）があることを前提に，最新の科学的な根拠に基
づいて，健康への影響が及ばない範囲まで予防，抑制されて
いる状態をいいます。
「安心」とは，個人の主観的なものであり，食品の安全性の確

保に向けた行政や食品事業者の様々な取組について，消費者
が十分に正しく適切な情報を得て理解するとともに，多くの
消費者の納得が得られ，信頼が構築されている状態をいいま
す。

食の「安全」と「安心」の考え方について

安 心
（主観的）

正しく適切な情報

信頼

安 全
（客観的）

各主体の責務・役割



(3) 推進計画の位置付け

推進計画は，条例第９条に基づき，「京都市食の安全安心推進審議会」の意見を踏まえ，
食の安全安心施策を総合的かつ計画的に推進するための目標や取組等について定めるもの
です。

また，「京都市基本計画」の分野別計画に位置付け，関連分野と整合，連携を図りなが
ら，各種施策を推進します。

-3-

(4) 推進計画の期間

令和３年度（令和３年４月１日）から令和７年度（令和８年３月３１日）までの５年間
とします。

ただし，計画期間中であっても，想定外の事案（新たなリスクの顕在化等）や科学技術
の進歩，関連する法令の改正等があった場合には，必要に応じて計画の見直しを行います。

「食の安全性が確保され，安心して食生活を営むことができる京のまち」の実現に向け，
「食の安全性の確保」と「安心できる食生活の実現」の２つを施策の柱とし，それぞれに基本
施策を掲げ様々な個別施策を展開していきます。

３ 施策の展開

食
の
安
全
性
の
確
保

安
心
で
き
る

食
生
活
の
実
現

目指すべき姿 施策の柱 基本施策 主な個別施策

柱１

柱２

食
の
安
全
性
が
確
保
さ
れ
，

安
心
し
て
食
生
活
を
営
む
こ
と
の
で
き
る
京
の
ま
ち

生産から販売，消費に
至るまでの安全確保

食品等事業者による
自主衛生管理の推進

緊急時を想定した
対策

リスクコミュニケーション
の推進

食の安全性に関する
情報発信の充実

基本施策１

基本施策２

基本施策３

基本施策４

基本施策５

目的や対象に応じた効果的な
リスクコミュニケーションの推進

ＳＮＳ等の様々な媒体を活用した
効果的な情報発信

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の推進

カンピロバクターをはじめとした
食中毒予防対策

監視指導及び抜取り検査の実施

多様化する食品の提供形態に応じた
柔軟な取組

食育と連携した
食の安全安心施策の推進

健康危機管理体制の整備や
関係機関との連携強化

(1) 施策の体系



施策１ 食品等事業者による自主衛生管理の推進

施策２ 生産から販売，消費に至るまでの安全確保

施策４ 食の安全性に関する情報発信の充実

施策３ 緊急時を想定した対策

施策５ リスクコミュニケーションの推進

日常から，食品の安全に係る事故発生に備えた危機管理体制を整備すると
ともに，対応する人材の育成及び資質向上を図ることで，緊急時に迅速に対
応できる環境づくりを目指します。

消費者，食品等事業者，行政担当者などの関係者の間で情報や意見を交換
する機会を設け，食品の安全性について相互理解を図ります。

市民や観光旅行者等に向け，情報収集手段の多様化を踏まえ様々な媒体を
活用して，食の安全性に関する情報を継続的に発信します。

農薬の適正使用や家畜衛生防疫対策の徹底，食品製造業者や販売業者等へ
の効率的，効果的な監視指導や検査，さらには適切な食品表示やアレルギー
物質対策を推進し，食中毒の発生や流通食品の違反件数を減少させます。

食品等事業者の自主的な衛生管理の取組を更に推進するため，国際標準の
HACCPに沿った衛生管理の推進や京都市独自の「京（みやこ）･食の安全衛生
管理認証制度」の活用を図ります。

５つの基本施策

(2) 基本施策

２つの施策の柱には，それぞれに基本施策を掲げ，様々な個別施策を展開していきます。
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食
の
安
全
性
の
確
保

柱１

安
心
で
き
る
食
生
活
の
実
現

柱２

持続可能な開発目標（SDGs）について

・持続可能な開発目標（SDGs）とは，2015年9月の国連にお
いて，気候変動，自然災害，生物多様性などの国内外の課題
の解決に向けて掲げられた国際目標です。目標達成に向けて，
世界の全ての国・地域の政府だけでなく，更には地方自治体
や民間企業等もその達成に向けて取り組むこととされていま
す。
・推進計画に掲げる目指すべき姿「食の安全性が確保され，
安心して食生活を営むことができる京のまち」は，SDGsが掲
げる「すべての人に健康と福祉を」にも通じており，推進計
画に基づく各種施策を着実に実施することにより，「すべて
の人に健康と福祉を」をはじめとしたSDGsの達成に貢献して
いきます。



-5-

(3) 施策の進行管理
「食の安全性が確保され，安心して食生活を営むことができる京のまち」の実現を目指し，

個別施策の取組を総合的に評価する目安として，２つの施策の柱（①「食の安全性の確保」，
②「安心できる食生活の実現」）ごとに指標を設定します。

【柱１】食の安全性の確保

【柱２】安心できる食生活の実現

【柱１】食の安全性の確保
⇒食品の生産から販売に至る各段階において，主に京都市や食品等事業者による様々な取組の推進

【柱２】安心できる食生活の実現

⇒市民や観光旅行者等に対し，京都市や食品等事業者が積極的に情報提供し，正しい理解と信頼を
得るための取組の推進

指標 ねらい 目標値
平均値

（H22～R1）
健康被害の防止

重篤又は
大規模食中毒発生件数

重篤（重体又は死亡に至る健康被害）
又は大規模（患者数５０人以上）食中毒
の発生件数をゼロとする。

０件 ２件

食中毒発生件数 食中毒の発生を減少させる。 １０件以下 １３件

安全な食品の流通
収去（抜取り）検査での
違反件数（市内製造食品） 市内で製造される食品の違反を

減少させる。

０件 ２件

自主回収着手の届出件数 １０件以下 ２０件

自主衛生管理の推進
ＨＡＣＣＰに沿った
衛生管理の定着率

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を
定着させる。

１００％ ―

指標 ねらい 目標値
平均値

（H22～R1）
食の安全安心に関する理解の促進

情報発信回数 多様な媒体を活用し，食の安全安心
に関する情報を提供する。

６０回以上 ３８回

食の安全安心情報の
受け手の人数

講習会やイベントの参加者，京都市
のホームページやＳＮＳの閲覧者等，
食の安全安心情報の受け手の人数
の増加を図る。

１０万人
以上

１１，９６６人
（講習会，イベント

参加人数）

市民向けリスクコミュニケー
ション参加者の理解度

リスクコミュニケーション参加者に対し
内容の理解度を確認し，食の安全安
心に関する理解の促進を図る。

９０％
以上

―



2 多様化する食品の提供形態に応じた柔軟な取組

１ ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の推進

(4) 主な個別施策

食品衛生法が改正され，令和３年６月１日から，原則として全ての食品等事業者はＨＡＣ
ＣＰに沿った衛生管理の実施が求められることとなりました。

このため京都市では，施設への立入調査や講習会等のあらゆる機会を活用して指導や助言
等を行い，食品等事業者に対しＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を導入・定着させるとともに，
適切な衛生管理の取組を後押しします。

また，更なる衛生管理の向上につなげるため，京（みやこ）・食の安全衛生管理認証制度
も活用します。
さらに，HACCPに沿った衛生管理の導入支援を適切に実施するため，国等が開催するＨＡＣ

ＣＰに関する研修会への参加や日常業務を通じた研さん等により，指導・助言等を行う本市
食品衛生監視員の資質向上に努めます。
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施策１

施策１

関連する主な施策

ハ サ ッ プ

ＨＡＣＣＰとは

○ＨＡＣＣＰとは，微生物による汚染や金属の混入等
の危害を分析したうえで，危害の防止につながる特に
重要な工程を継続的に監視・記録する工程管理システ
ム。従来の基準に比べ，問題のある製品の出荷をより
効果的に防止することができ，事故等の原因追究や改
善が容易となります。
○先進国を中心に義務化が進められています。
○日本では，平成３０年６月に食品衛生法が改正され，
令和３年６月から原則として全ての食品等事業者はＨ
ＡＣＣＰに沿った衛生管理の実施が求められることと
なりました。

京（みやこ）・食の安全衛生管理認証制度とは

◯食品等事業者の自主的な衛生管理の取組を京都市が評価し，認証する，ＨＡＣＣＰに
よる衛生管理の考え方を一部取り入れた京都市独自の制度です。
◯食品等事業者自らが，自主的な衛生管理の取組を推進することにより，食中毒の発生
や異物混入等を低減し，市民の皆様により安全な食品が提供されることを目的としてい
ます。

今般の新型コロナウイルス感染症の影響により食品のテイクアウトやデリバリーを行う食

品等事業者が増加するなど，社会情勢等により食品の提供形態は変化します。

京都市では，このような変化に対応した柔軟な取組を展開し，安全な食品が提供されるよ

う適切な衛生管理について指導，助言等を行います。

また，子ども食堂など，営業とはみなされない事業主体においても，食品の安全性を確保

するために必要な措置を講ずるよう指導，助言等を行い，取組の後押しを行います。



５ 健康危機管理体制の整備や関係機関との連携強化

３ 監視指導及び抜取り検査の実施
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食品衛生法に基づき毎年度策定する「京都市食品衛生監視

指導計画」に基づき，食品取扱施設への監視指導や市内で製

造，販売されている食品の抜取り検査を実施し，違反食品の

流通防止や食中毒の未然防止，施設の衛生管理の向上を図り

ます。

また，監視指導や検査については，京都の特性や食品の流

通形態，社会情勢の変化などにも柔軟に対応しながら効率的，

効果的に実施します。

施策２

施策３

近年の京都市における食中毒の傾向としてカンピロバクター

及びノロウイルスを原因とするものが依然として上位を占めて

います。

カンピロバクターによる食中毒は，鶏肉の生食や加熱不足を

原因として，特に若年層で多発していることから，食品等事業

者及び消費者双方に鶏肉の生食のリスクについて啓発すること

が必要です。

また，ノロウイルスによる食中毒は，調理従事者を介した食

品の汚染による発生事例が散見されることから，食品等事業者

に対して，食品の適切な取扱いや十分な手洗い等，二次汚染対

策について啓発することが必要です。

このように，食中毒菌の特徴や過去の事例等を踏まえて食品

等事業者及び消費者双方に適切な啓発を行い，カンピロバク

ターをはじめとした食中毒の未然防止を図ります。

４ カンピロバクターをはじめとした食中毒予防対策

食中毒等の健康危機事案の発生に備え，京都市では，日常から緊急連絡網や対応マニュア

ルなどを整備するとともに，広域連携協議会等により広域的な事案が発生した際の連携体制

の強化に努めます。

また，食中毒等の健康危機事案が発生した場合は，全市で一つの拠点に集約した医療衛生

センターのスケールメリットを活かした迅速かつ柔軟な対応を図ります。

さらに，原因究明や被害拡大防止措置を迅速かつ的確に実施するため，国等が開催する食

品衛生に関する研修会への参加や日常業務を通じた研さん等により，施設調査等を行う食品

衛生監視員の資質向上に努めます。

施策２



６ SNS等の様々な媒体を活用した効果的な情報発信
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施策４

食に関する様々な情報が氾濫する中，食の安全安心の確保を図るた
めには，消費者の方が必要な知識を持ち，理解を深めることが重要で
す。

このため，食の安全安心に関する情報が気軽に得られるよう，各年
代ごとの情報収集手段の特徴を踏まえ，様々な媒体を複合的に活用し
て情報発信に努めます。

７ 目的や対象に応じた効果的なリスクコミュニケーションの推進

出典：総務省情報通信政策研究所
「平成30年度 情報通信メディアの
利用時間と情報行動に関する調査」

平成30年度 主なソーシャルメディア系サービス/アプリ等の利用率

平成30年度 利用しているテキスト系ニュースサービス

施策５

食の安全安心について自ら関心を持ち，正しい知識を普及し，行動できる人材の育成を
目指し，特に将来の担い手である若年層に対するリスクコミュニケーションを推進します。

○市民，食品等事業者及び行政担当者などの関係者の間で情報や意見をお互いに交換し，
食品の安全性についての理解を深めること。

リスクコミュニケーションとは



(2) 推進計画の進行管理

(1) 推進計画の推進体制

４ 推進計画の推進体制及び進行管理

ＰＤＣＡ（計画，実施，点検，見直し）の考え方に基づき，進行管理を行います。
施策の実施状況については，毎年度とりまとめ，食の安全安心推進審議会からの評価

を得た後，公表します。
なお，評価の結果，施策の内容等に変更が必要な場合には，適宜，見直しや改善を図

ります。

推進計画に定める施策の推進に当たっては，市民等や食品等事業者との協働の下，食の安全

安心推進審議会や庁内関係部局と連携しながら各種施策に取り組みます。

京都市

市民等

食品等
事業者 大学等

関係機関
（国，他自治体）

京 都 市

食の安全安心推進審議会

消費者
団 体業界団体
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Ｐｌａｎ
（計画）

Ｄｏ
（実施）

Ｃｈｅｃｋ
（点検）

Ａｃｔｉｏｎ
（見直し）

・推進計画の策定，
変更

・施策の実施

・施策の見直し，改善
・目標や指標の見直し

・目標の達成状況の把握
・審議会での評価

８ 食育と連携した食の安全安心施策の推進

健康で豊かな食生活を送るためには，食品の安全性が確保
されているほか，食に関心をもち，自ら健全な食生活を実践
する必要があります。
このため，食に関する施策の両輪として，食育事業と連携

して取組を進めていきます。特に「食育指導員」による食育
活動を通じ，保育園児や小学生のみならず，学生，成人への
食の安全安心に関する情報発信を重点的に行います。

施策５
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

事件数（件）

患者数（人）

京都市における
食中毒発生状況について

◯１０～２０件/年の食中毒事件が発生
◯ノロウイルスやカンピロバクターによる食中毒が多数（約７割）

○大規模食中毒（患者数５０人以上）は０～４件/年発生

H22 H23 H24 H25 H26
事件数（件） 12 19 12 11 12
患者数（人） 223 814 627 286 1,002

主な原因物質
（事件数）

①ﾉﾛｳｲﾙｽ(5) ①ﾉﾛｳｲﾙｽ(7) ①ﾉﾛｳｲﾙｽ(10) ①ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(4) ①ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(5)

②ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(4) ②ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(4) ②ｻﾎﾟｳｲﾙｽ(1) ②ﾉﾛｳｲﾙｽ(2) ②ﾉﾛｳｲﾙｽ(4)

③病原大腸菌(2) ③ｻﾙﾓﾈﾗ(2) ②寄生虫(1) ②寄生虫(2) ③ｳｴﾙｼｭ(1)

大規模食中毒
(50人以上)発生状況

1件(給食施設：不明)
4件(宿泊施設：ﾉﾛ，
宿泊施設：不明，
飲食店：ﾉﾛ，学校：ﾉﾛ)

3件(宿泊施設：ノロ，
宿泊施設：ノロ，
宿泊施設：サポ)

3件(給食施設：ウェル
シュ，飲食店：ノロ，
宿泊施設：サルモネラ)

1件(飲食店：ｳｪﾙ
ｼｭ)

京都市

参考資料１

傾向

H27 H28 H29 H30 R1
事件数（件） 13 9 14 19 11
患者数（人） 268 61 303 919 172

主な原因物質
（事件数）

①ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(6) ①ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(4) ①ﾉﾛｳｲﾙｽ(6) ①ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(5) ①ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(5)
②ｳｴﾙｼｭ菌(2) ②ﾉﾛｳｲﾙｽ(2) ①寄生虫(6) ②ﾉﾛｳｲﾙｽ(4) ②ﾉﾛｳｲﾙｽ(3)
②ﾉﾛｳｲﾙｽ(2) ③ｻﾙﾓﾈﾗ(2) ③ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(1) ③黄色ブドウ球菌(2) ③黄色ブドウ球菌(1)

大規模食中毒
(50人以上)発生状況

1件(飲食店：ｳｪﾙｼｭ) なし
2件(飲食店：ﾉﾛ，
飲食店：ﾉﾛ)

2件(給食施設：ﾉﾛ，
給食施設：ｳｪﾙｼｭ)

2件(製造所：黄色ブド
ウ球菌，給食施設：ノ
ロ)

H27 H28 H29 H30 R1
事件数（件） 1,202 1,139 1,014 1,330 1,061
患者数（人） 22,718 20,252 16,464 17,282 13,018

主な原因物質
（事件数）

①ﾉﾛｳｲﾙｽ(481) ①ﾉﾛｳｲﾙｽ( (354) ①ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(320) ①ｱﾆｻｷｽ(468) ①ｱﾆｻｷｽ(328)

②ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(318) ②ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(339) ②ﾉﾛｳｲﾙｽ(214) ②ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(319) ②ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ(286)

③ｱﾆｻｷｽ(127) ③ｱﾆｻｷｽ(124) ③ｱﾆｻｷｽ(230) ③ﾉﾛｳｲﾙｽ(256) ③ﾉﾛｳｲﾙｽ(212)

全国

件 人

京都市における
食中毒発生状況

カンピロバクター食中毒の特徴
◯鶏肉の生食による感染が多数
◯若年層（１０～２０代）の患者が多い

【参考】カンピロバクター食中毒
年代別患者数 （H22～R1）

患者数

人



京都市におけるリスクコミュニケーションの実施状況について
参考資料２

◯ 市民の方が，食品工場の見学会を通じて，食品の安全性について考えるとともに，
自主的に食の安全安心の確保に取り組む姿勢を育むことを目的とし開催。

◯ 京都を代表する食品製造施設の見学のほか，施設の従事者や本市の食品衛生監視員との
意見交換などを実施。

開催年度 開催回数 参加者数 見学先（食品施設）

平成２８年度 ４回 ９６人
◯京都ロイヤルホテル＆スパ
◯黄桜株式会社 伏水藏

平成２９年度 ４回 １０３人
◯㈱あわしま堂京都伏見工場
◯清水順正 おかべ家

平成３０年度 ４回 １００人
◯㈱美十京都本社・工場
◯㈱土井志ば漬本舗

令和元年度※ ２回 ４５人 ◯㈱あわしま堂京都伏見工場

計 １４回 ３４４人

◯ 食品の安全性について理解を深め，家庭で簡単にできる食中毒予防を啓発。
◯ 顕微鏡を用いた食中毒菌の観察や手指の汚染状況調査等を参加者自ら実験し，確認する
体験学習会を実施。

１ 食品工場見学会

２ 家庭内食中毒予防体験学習会

開催年度 開催回数 参加者数

平成２８年度 ２回 ２５人

平成２９年度 ２回 ４６人

平成３０年度 ２回 ３８人

令和元年度 ２回 ４８人

計 ８回 １５７人

※ 令和元年度は，新型コロナウイルス感染症拡大防止のため，
２月，３月の開催予定の２回分を中止した。



◯ 毎年，食中毒が多発する８月を「食品衛生月間」とし，（一社）京都市
食品衛生協会と共催で，市内複数個所の商店街等において市民の皆様
に食中毒予防啓発を実施。

○ 平成２９年には，「京都市食品等の安全性及び安心な食生活の確保
に関する条例」を改正し，毎年８月１日を「食の安全安心推進の日（食の
安全・安心デー）」と定めた。これにより，毎年８月１日に啓発活動を全市
一斉で展開。

３ 食品衛生月間（食の安全安心推進の日）

年度 内容

平成２８年度 ・市内複数箇所の商店街等で，食中毒予防の標語入りうちわを配布。特に，８月４
日の西京区のラクセーヌ専門店及び洛西髙島屋での啓発活動では，門川市長も参
加。

平成２９年度 ・条例で「食の安全安心推進の日」制定後，初めて迎えた８月１日に，イオンモール
桂川（南区）において「食の安全・安心デー」オープニングセレモニーを実施。
・市内複数箇所の商店街等において，食中毒予防の標語入りうちわを配布。

平成３０年度 ・カナート洛北（左京区）において「手洗いマイスター」による正しい手洗い方法の講
習や手洗いチェッカーによる体験型手洗い講習を実施。
・市内複数箇所の商店街等において，食中毒予防の標語入りうちわを配布。

令和元年度 ・漢検 漢字博物館・図書館前広場（東山区）において手洗いチェッカーによる体験
型手洗い講習を実施。
・市内複数箇所の商店街等において，食中毒予防の標語入りうちわを配布。

◯ 医療衛生センターが主体となり，各行政区ごとに工場見学や体験型手洗い講習会を含む市民
参加型事業を企画，開催。

４ 地域密着型リスクコミュニケーション事業

【体験型手洗い講習会】
大学学祭での模擬店出展者や社会福祉施設
入所者，本市事業参加者を対象に手洗い
チェッカー等を使用した正しい手洗いの体験学
習会を開催し，正しい手洗いについて学んで
いただいた。（１１回，７１５人）

【食品工場見学会】

漬物工場の見学会や本市食品衛生監視員を交え
た意見交換会を開催し，食品の衛生管理の取組つ
いて理解を深めていただいた。（１回，２０人）

【食の安全安心クッキング】
梅酒づくり体験会を開催し，食中毒の危険性
及び衛生的な手洗いについて学び，食の安全
に関する理解を深めていただいた。
（１回，２０人）

食品工場見学会食の安全安心クッキング



◯ 食中毒の予防方法等の食の安全安心情報については，本市ホームページで発信するほか，
「Facebook」や「みやこ健康・安全ねっと」からも重層的に情報発信している。

年度 Facebook みやこ健康・安全ねっと

平成２８年度 ２１件 ３６件

平成２９年度 ２４件 ２１件

平成３０年度 １５件 １８件

令和元年度 ５０件 ２０件

計 １１０件 ９５件

【Facebook（おあがリス）】
食品工場見学会等の参加型リスクコミュニケーショ

ン事業や講習会の案内，食中毒予防の啓発メッセー
ジなど，幅広い食の安全安心情報を発信。

７ 食の安全安心情報の発信

【みやこ健康・安全ねっと】
健康危機事案の発生状況や注意喚

起情報を登録していただいた方に電子
メールで発信。

【発信件数】

◯ 「大学のまち京都・学生のまち京都」ならではの取組として，本
市が独自に策定した「学祭衛生管理マニュアル」等を活用し，大学
生を対象に衛生講習会を行い，学祭における模擬店での食品の衛
生的な取扱いや食中毒予防の啓発を行った。（１３回，８７５人）

５ 大学生向けリスクコミュニケーション事業

◯ 講習会や食品工場見学等の啓発イベントでは，衛生管理や
食中毒予防のポイントを分かりやすく伝えるため，要点をまとめ
た啓発リーフレットを配布している。

○ 食の安全安心情報等に関心をもってもらうため，ボールペン
やクリアファイルなどの啓発物品を作成している。

９ その他取組（各種啓発物品の作成）

◯ 食中毒予防の基本である正しい手洗いの啓発に当たり，楽
しく学んでいただけるよう手洗い動画を活用した。

８ 手洗い動画の活用

◯ 事業者及び消費者に対し
て食品衛生講習会を開催し食
の安全安心情報の普及・啓発
に努めました。

６ 食品衛生講習会の開催
29年度 30年度 元年度

業者向け
講習会

開催回数 285 283 191
受講者人数 7,520 7,553 6,484

消費者向け
講習会

開催回数 92 91 58
受講者人数 3,447 3,450 3,137

合計
開催回数 377 374 249
受講人数 10,967 11,003 9,621


